
 

 

社会教育法（関係条文抜粋） 

（昭和二十四年六月十日法律第二〇七号） 

最終改正：令和元年 6月 7日 

（市町村の教育委員会の事務） 

第五条 第１項及び第２項（略） 

３ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第二十三条第一

項の条例の定めるところによりその長が同項第一号に掲げる事務（以下「特定事務」という。）

を管理し、及び執行することとされた地方公共団体（以下「特定地方公共団体」という。）であ

る市町村にあっては、第一項の規定にかかわらず、同項第三号及び第四号の事務のうち特定事務

に関するものは、その長が行うものとする。 

 

（教育委員会と地方公共団体の長との関係）  

第八条の二 特定地方公共団体の長は、特定事務のうち当該特定地方公共団体の教育委員会の所管

に属する学校、社会教育施設その他の施設における教育活動と密接な関連を有するものとして

当該特定地方公共団体の規則で定めるものを管理し、及び執行するに当たっては、当該教育委員

会の意見を聴かなければならない。 

２ 特定地方公共団体の長は、前項の規則を制定し、又は改廃しようとするときは、あらかじめ、

当該特定地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければならない。 

 

第八条の三 特定地方公共団体の教育委員会は、特定事務の管理及び執行について、その職務に関

して必要と認めるときは、当該特定地方公共団体の長に対し、意見を述べることができる。 

 

（図書館及び博物館） 

第九条 図書館及び博物館は、社会教育のための機関とする。 

２ 図書館及び博物館に関し必要な事項は、別に法律をもって定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


